
Ｔ・ｚｏｎｅ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 決 算 ﾚ ｼ ﾞｭ ﾒ                           平成19 年5 月25 日 

［1］ 前期(2007 年 3 月期)業績結果(４期連続増収・増益)と今期(2008 年 3 月期)業績計画(５期連続増収・増益予想) 
前  々 期 業 績 前  期  業  績 今  期  計  画 

 
連結売上高 連結経常利益 連結売上高 連結経常利益 連結売上高 連結経常利益 

実績・計画 350.7 億 51.6 億 414.0 億 69.7 億 475.0 億 80.0 億 
直前期比較 － － +63.3 億(+18.0％) +18.1 億(+35.0％) +61.0 億(+14.7％) +10.3 億(+14.8％) 

［2］ 連結子会社毎の内訳明細付き前期(2007 年 3 月期)業績結果と今期(2008 年 3 月期)業績計画                    (単位：億円) 
ＴＺＨＤ連結ﾍﾞー ｽでの業績 子会社の決算期ﾍﾞー ｽでの業績 

前期通期実績 今期通期業績計画 売上高 経常利益  

売上高 経常利益 売上高 前期比 経常利益 前期比
決算月

前期実績 今期計画 前期比 前期実績 今期計画 前期比

ＴＺﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 16.6 9.7 14.2 -2.4 6.0 -3.7 3 月 16.6 14.2 -2.4 9.7 6.0 -3.7投 

資 ＴＺｷｬﾋﾟﾀﾙ 11.7 6.6 10.1 -1.6 -2.4 -9.0 3 月 11.7 10.1 -1.6 6.6 -2.4 -9.0

ｅ・ＭＡＸ(不動産販売) 145.3 11.7 174.0 +28.7 15.0 +3.3 7 月 163.7 167.8 +4.1 12.4 13.9 +1.5

ＭＡＧ(賃貸保証) 28.4 14.3 40.0 +11.6 25.0 +10.7 3 月 28.4 40.0 +11.6 14.3 25.0 +10.7

ﾃﾑｼﾞﾝＯＩ(不動産) 21.0 1.8 3.0 -18.0 3.0 +1.2 3 月 21.0 3.0 -18.0 1.8 3.0 +1.2

不 

動 

産 
ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨＭ(不動産管理) 0.2 0.2 0.6 +0.4 0.4 +0.2 9 月 0.6 0.4 -0.2 0.2 0.4 +0.2

ﾏｲﾀﾞｽ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ(卸金融) 12.6 3.8 14.5 +1.9 4.8 +1.0 7 月 11.7 13.1 +1.4 3.0 4.0 +1.0

ｼﾞｬｽﾃｨｽ(ｻｰﾋﾞｻ )ー 32.0 22.3 41.4 +9.4 30.0 +7.7 7 月 20.4 29.9 +9.5 13.8 18.8 +5.0
金 

融 
IPO 研究所(ＩＰＯ支援) 0.5 0.4 0.5 ±0 0.4 ±0 3 月 0.5 0.5 ±0 0.4 0.4 ±0

ﾏﾙﾏﾝ・ｸﾞﾙｰﾌ  ゚ 88.9 5.5 111.8 +22.9 15.0 +9.5 9 月 94.4 102.0 +7.6 9.8 11.0 +1.2

ＴZ ｽﾄﾗﾃｼﾞー (ｿﾌﾄ開発) 79.5 6.3 83.1 +3.6 6.5 +0.2 3 月 79.5 83.1 +3.6 6.3 6.5 +0.2

ＴZ ｺｰﾙｾﾝﾀ  ー 12.6 3.4 15.4 +2.8 3.4 ±0 7 月 7.5 15.0 +7.5 1.9 3.4 +1.5

ＪＢﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸ (゙人材派遣) 2.1 0.4 4.0 +1.9 0.7 +0.3 9 月 2.6 4.0 +1.4 0.2 0.7 +0.5

そ

の

他 

ＴＺﾘｻｰﾁ(企業与信評価) 5.5 0.2 13.0 +7.5 0.9 +0.7 3 月 5.5 13.0 +7.5 0.2 0.9 +0.7

合       計 456.9 86.6 525.6 +68.7 108.7 +22.1 － 464.1 496.1 +32.0 80.6 91.6 +11.0

持分法適用会社等の業績 － 7.2 － － 8.4 +1.2 － － － － － － － 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内取引消去等連結調整 -42.9  -24.1 -50.6 -7.7 -37.1 -13.0 － － － － － － － 

差し引き合計 414.0 69.7 475.0 +61.0  80.0 +10.3 － － － － － － － 

  （注） [連結経常利益：80.0 億]＝[各社連結経常利益計：108.7 億]＋[持分法適用会社等経常利益計：8.4 億]－[ｸﾞﾙｰﾌﾟ内取引消去等連結調整：37.1 億] 

［3］ 今期のｾｸﾞﾒﾝﾄ別重点方針 
１. 不動産分野：連結経常利益/前期28.0 億を今期43.4 億に+15.4 億増(+55%) ⇒ 最大注力分野。塩見ＨＤとのｼﾅｼﾞー を徹底追求。 
(1) ＭＡＧ(連結経常利益：前期14.3 億→今期25.0 億) ： 業界1 位のﾘﾌﾟﾗｽ(東証ﾏｻﾞー ｽﾞ､2006 年12 月期･経常利益：25.9 億)に肉迫し業界

2 位の座を固める｡その為、①賃貸保証件数を前期･月間6000 件から今期･1 万件に｡②社員数を､前期296 名を今期400 名に(営業正
社員：前期130 名→今期200 名､周南・釧路の 2ＣＣ：前期166 名→今期200 名)。③拠点を、前期43 拠点を今後3 年間で 109 拠点に｡ 

(2) ｅ-ＭＡＸ(連結経常利益：前期11.7 億→今期15.0 億) ： 今期、業界1 位のやすらぎ(名証ｾﾝﾄﾚｯｸｽ上場、2007 年1 月期・経常利益：18.7
億、社員数：846名)の前期業績に肉迫し、業界2位の座を固める。そのため、①ＳＦＣＧの支店事務社員(195名)をe-ＭＡＸの不動産競
売入札要員として育成。②又、正社員を、前期57名を今期70名に増員、合計265名体制(含むＳＦＣＧ支店事務兼務社員)。③同時に、
ＳＦＣＧ支店事務社員在籍店舗を兼業店舗とし、前期の 10 店舗が今期一挙に 109 店舗に（やすらぎの拠点数は 103 拠点)。 

(3) 特記事項 ： ①ｸﾞﾛｰｶﾙ(40%出資)：敷金ﾛｰﾝ(ＭＡＧの賃貸保証と連携)②ｴﾌﾜﾝ(34%出資)：ﾋﾞ゙ ｼﾞﾈｽ・ﾎﾃﾙ向けＶＯＤ（ﾍﾟｲ・ﾃﾚﾋﾞ）③ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨＭ
(50.5%出資)：不動産管理④ﾃﾑｼﾞﾝＯＩ(100%出資)⑤ＴＺ店舗ﾘｰｽ(100%出資)､今後共､買収・提携を含め合従連衡の積極的拡大策をとる。 

２. 金融分野：連結経常利益/前期26.5 億を今期35.2 億に+8.7 億増(+33%) ⇒ 新分野にｼﾝﾃﾞﾚﾗ・ﾎﾞｰｲ発掘努力。 
(1) ｼﾞｬｽﾃｨｽ(連結経常利益：前期22.3 億→今期30.0 億) ： 現在、ｻｰﾋﾞｻｰ業界9 位を今期4 位目標。そのため、①現在2700 億の買取債

権残高を今期末2 倍増の 5000 億に(2009 年の上限金利引下前に退場するﾉﾝﾊﾞﾝｸの不良債権買取を含む)。②社員数を、前期250 名を
今期400 名に(営業社員・ｺｰﾙｾﾝﾀｰ各200 名)。③官公庁等の回収債権の人材派遣・回収受託を積極推進。 (注)1 位：ｵﾘｯｸｽ債権回収
123.9 億/2 位：ﾆｯｼﾝ債権回収40.2 億/3 位：ＭＵﾌﾛﾝﾃｨｱ 37.7 億/4 位：三洋信販債権回収：18.9 億。 

(2) ﾏｲﾀﾞｽ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ(連結経常利益：前期3.8 億→今期4.8 億) ： 既存主力事業の不動産担保貸付・手形割引のﾘﾌｧｲﾅﾝｽは、貸金業法の上
限金利引下の影響を受けない為､金利引下後も業績は維持可能。即ち、卸売金融第1 位は堅持。但し､新規事業として銀行のﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰ
ﾝの信用保証業務に進出開始。 

(3) 特記事項 ： ①J ﾌｧｲﾅﾝｽ(Ｊﾌﾞﾘｯｼﾞから 3.5 億で 100%買収)：ﾎﾃﾙｸｰﾎﾟﾝのﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ（業界3 位）②ＴＺﾌｧｸﾀｰ：売掛金ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ引続き推進
③ＴＺ証券：人材補強完了につき、今期から本格稼働開始。 

３. その他分野：連結経常利益：前期15.8 億→今期26.5 億に+10.7 億増(+68%) ⇒ Ｍ・ﾊﾞｲｵを次期主力戦闘機に育成すべく徹底注力。 
(1) ﾏﾙﾏﾝ・ｺﾞﾙﾌ、ＴＺｽﾄﾗﾃｼﾞー 、TZ ｺｰﾙｾﾝﾀｰ ： 既存子会社3 社は、収益微増可能なるも保守的に横這いと見込む。 
(2) ﾏﾙﾏﾝ・ﾊﾞｲｵに徹底注力(連結経常利益：前期1.7億→今期2.6億) ： ①ＭＡＧとの連携拠点網拡大：ＭＡＧ母店12店舗と共同出店完了。

加えて今後は、MAG 一般店舗31 店舗に出店順次完了、最終43 店舗。②ＳＦＣＧ事務社員を健食ﾄﾞﾘﾝｸ販売業務に起用。③健食ﾄﾞﾘﾝｸ
自販機販売を塩見ＨＤ傘下のｱｻﾋ 21 と連携積極推進。 

(3) 特記事項 ： ①Ｊ＆Ｂﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ：ｷｬﾝｷﾞｬﾙ派遣にﾊﾟﾁﾝｺ店以外の需要拡大。②TZ ﾘｻｰﾁ：ｱﾗｰﾑ管理開発者が役員に就任し、ＳＦＣＧと
の連携で与信調査企業対象を年商10 億から 1 億迄に拡大。銀行及び大手企業に拡販を目指す。③ｱﾙﾏｼﾞﾛ(40%出資)：ﾊﾟー ｸｺﾞﾙﾌ用品
製造販売(Ｍｺﾞﾙﾌ周辺事業の拡大)。 

４. 投資分野の重点方針 
(1) 上場株 ： 今までのﾊﾞﾘｭｰ投資方針に加え、当社ｸﾞﾙｰﾌﾟとのｼﾅｼﾞー を見込める先に重点投資 ⇒ (例)塩見ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

 会社名 上場市場 持株比率  会社名 上場市場 持株比率

①ﾋﾞｵﾌｪﾙﾐﾝ製薬 大証1 部 35.8％ ⑥ミヤコ ＪＡＳＤＡＱ 23.3％
②佐藤食品工業 ＪＡＳＤＡＱ 31.9％

持分法適用 
の関連会社 ⑦大田花き ＪＡＳＤＡＱ 22.3％

③塩見ＨＤ 大証2 部 28.8％ 株式大量報告会社 ⑧ｴｽﾃｰ化学 東証1 部 13.3％

④理研ﾋﾞﾀﾐﾝ 東証2 部 27.5％

持分法適用 
の関連会社 

⑤日本管財 東証1 部 25.4％
5 月22 日時点の含益：191.2 億 

(持分法適用の関連会社以外の含み益を含む) 

(2) 未公開株 ⇒ 上場会社に限らず未公開会社であっても、ｸﾞﾙｰﾌﾟとのｼﾅｼﾞー のある会社には積極投資方針。 
(3) 子会社上場 ⇒ 新興市場の新規上場環境が急変した為、ﾒﾘｯﾄなしと判断。一時的にﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞとして当面静観し、環境好転ならば再開。 

［4］ ｸﾞﾙｰﾌﾟ再編 ： ＴＺﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽとＳＦＣＧの親会社であるＫＥﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽとが 10 月1 日合併予定。合併の結果、ＳＦＣＧは新ＴＺﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ
ｸﾞｽの連結子会社となる。この新ＴＺＨＤﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽのＳＦＣＧを含む連結決算については下期の決算説明にて詳述。       － 以上 － 


